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要 旨



















（1996）も引用している，非営利部門研究の第一人者とも言える Salamon（1994）の Foreign Aﬀairs
への寄稿は，「米英の保守政権は，政府の社会関連支出削減戦略の中核に，ボランタリー部門へ
の支援強化を据えていた」（原文 pp.114–115, 訳 p.406）と説明すると同時に，「一般の人々が問
題解決の手段を自分たちの手に取り戻し，彼らの置かれている状況を改善して基本的な権利を
確保しようと，運動の組織化を進めている」（原文 p.112, 訳 p.404）といった運動としての文脈
から説明している．すなわち，NPO（非営利組織，nonprofit organization）やボランティアの活
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の結果である．第 12次調査は，2008年 10月上旬から 11月上旬にかけて日本在住の 20歳以上
80歳未満の日本人を対象に実施され（中村 他, 2009），第 13次調査は 2013年 10月末から 12月
上旬にかけて日本在住の 20歳以上 85歳未満の日本人を対象に実施された（前田・中村, 2014）．
「日本人の国民性調査」には，K型・M型の二種類の調査票があるが，本稿では，ボランティア
の参加に関する質問項目を含んでいるM型調査票のみを扱う．なお，M型調査票のサンプルサ







年 12月の衆議院総選挙で自民党が大勝すると，第 2次安倍内閣が成立する．第 13次調査を実








第 12次（2008年）調査と第 13次（2013年）調査のM型調査票では，#2.35 ‘ボランティア活動’
について「ボランティア活動とあなたの関わりは次のどれでしょうか？」と質問をしている．両
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図 1．‘ボランティア活動’（#2.35）への参加態度（第 12 次・第 13 次）．














ては 20代・30代との関連性，‘3. そのうちする’という将来の可能性については 40代・50代と
の関連性が認められているのである．生活時間に融通が利く退職後の年齢層における現在時点
の参加の高まりがここでも裏づけられる一方で，ボランティアという言葉が新聞紙面に普及し



















#7.5b* ‘公益と個人の権利’に関しては，同趣旨の質問が 1958年実施の「第 2次の国民性調査」
以降実施されていたが，現在と同一のワーディングでは，第 5次（1973年），第 6次（1978年），
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表 3．‘公益と個人の権利’（#7.5b*）と ‘ボランティア活動’（#2.35）への参加態度（第 12次・第
13 次）．
本稿では，ボランティア活動をする人は，社会の役に立ちたいと考えて行動しているのであ













































て使われている ‘くらしむき’（#7.29）の質問 ‘現在のお宅の暮らしむきは，次の 5つに分けると
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の場合の 3つの因子の記述統計量（合算データ，第 12次データ，第 13次データ）が表 7である．
ボランティア活動に対する参加態度と社会観の関係性 251
表 6．〈日本社会への問題意識〉の因子負荷量（第 12 次・第 13 次）．
因子抽出法：最尤法，固有値 1 以上．






この質問では，リスト上で与えられた選択肢として ‘1. 現在している’ ‘2. 過去にしたことがあ








from Irrelevant Alternatives, IIA）の仮定が成立する必要がある．この場合，基準カテゴリーと







に第 12次と第 13次のデータを合算したデータにこのモデルを適用したものをモデル 1として
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図 2．‘社会のあり方’（#7.45b）．
考える．モデル 1は，第 12次と第 13次で共通してすべての変数が同一の係数を持つことを想
定したものである．2008年と 2013年の間でボランティアの参加態度に関する構造変化が全く
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図 3．多項ロジスティック回帰分析のイメージ．
ケの R2・マクファデンの R2）は，モデル 2（第 12次のみ）とモデル 5（第 13次のみ）のそれぞれ
の擬似決定係数よりも大きい擬似決定係数を得られなかった．このことから第 12次と第 13次
において共通の同一モデルが成り立ちにくく，それぞれの調査で別々のモデルを考えた方が望
ましい可能性がうかがえる．さらに，モデル 2よりもモデル 3とモデル 4の方が，モデル 5よ

























































大学卒ダミーは，〈弱者保護支持派〉においては 3カテゴリーとも第 12次と第 13次の両方で
有意となっており，〈弱者保護支持派〉においては大学卒か否かが，第 12次・第 13次を通じて
‘4. 今後もしない’にならない要因であることは共通している．ただし，5年間の間に ‘1. 現在し
















































1) この 3因子を抽出するのに用いた変数を全て用いて探索的因子分析を行った場合も同じ 3因子が抽出
される．本稿では，確認的因子分析に似せるため，3つの 1因子モデルによって因子得点を計算した．
2)「5．その他」「6．DK」は，欠損値として考え，分析に際しての計算では扱わない．
3) 本稿では，2008 年から 2013年の 5年間の間で母集団が変化し，第 12次の調査と第 13次の調査の
データを異なる母集団から得られたものとみなしている．そのためそれぞれの時点で異なるモデルが








Albert, M. (1991). Capitalisme Contre Capitalisme, Editions du Seuil, Paris.（小池はるひ 訳（初版
1992; 新装版 1996; 改訂新版 2011）.『資本主義対資本主義—21世紀への大論争—』, 竹内書店新
社, 東京.）
雨森孝悦（2007, 2012）.『テキストブック NPO—非営利組織の制度・活動・マネジメント—』, 初版, 第 2
版, 東洋経済新報社, 東京.
258 統計数理 第 63 巻 第 2 号 2015
跡田直澄, 福重元嗣 (2000). 中高年のボランティア活動への参加行動—アンケート調査個票に基づく要因
分析—, 季刊社会保障研究, 36(2), 246–255.
電通総研 編 (1996).『民間非営利組織 NPOとは何か—社会サービスの新しいあり方—』, 日本経済新聞
社, 東京.
Dore, R. P. (2000). Stock Market Capitalism: Welfare Capitalism: Japan and Germany versus the
Anglo-Saxons, Oxford University Press, Oxford, UK.（藤井真人 訳 (2001).『日本型資本主義と
市場主義の衝突—日・独対アングロサクソン—』, 東洋経済新報社, 東京.）
Freeman, R. B. (1997). Working for nothing: The supply of volunteer labor, Journal of Labor Economics,
15(1), Part2: Essays in Honor of Yoram Ben-Porath, S140–S166.
Friedman, M. (1962, 1982, 2002). Capitalism and Freedom, 1st and reissued eds. and 40th anniversary
ed., University of Chicago Press, Chicago.（2002年版の訳：村井章子 訳 (2008).『資本主義と自
由』, 日経 BP社, 東京.）
Friedman, M. and Friedman, R. (1980). Free to Choose: A Personal Statement, Harcourt Brace Jo-
vanovich, New York.（西山千明 訳 (2012).『選択の自由：自立社会への挑戦』新装版, 日本経済新
聞出版社, 東京.）
福田慎一 (2000).市場経済とボランティア,『ボランタリー経済学への招待』（香西 泰 編,下河辺 淳 監修）,
75–101, 実業之日本社, 東京.
Hofstede, G., Hofstede, G. J. and Minkov, M. (2010). Cultures and Organizations: Software of the
Mind : Intercultural Cooperation and Its Importance for Survival, rev. and expanded 3rd ed.,
McGraw-Hill, New York.（岩井八郎, 岩井紀子 訳 (2013).『多文化世界：違いを学び未来への道
を探る』, 原著第 3版, 有斐閣, 東京.）
神野直彦（2004）. 新しい市民社会の形成—官から民への分権—,『ソーシャルガバナンス—新しい分権・
市民社会の構図—』（神野直彦, 澤井安勇 編著）, 2–16, 東洋経済新報社, 東京.
川野祐二 (2004). わが国の「ボランティア」,「NPO」,「NGO」,『ボランティア・NPOの組織論』（田尾雅
夫, 川野祐二 編著）, 25–41, 学陽書房, 東京.
経済企画庁 編 (2000). 平成 12年度版 国民生活白書—ボランティアが深める好縁—,大蔵省印刷局,東京.
前田忠彦, 中村 隆 (2014).「日本人の国民性第 13次全国調査」の設計と実施概要, 日本行動計量学会第 42
回大会抄録集, 112–113.
松原 明 (1999).「NPO法」に至る背景と立法過程,『日本の NPO／2000』（中村陽一, 日本 NPOセンター
編）, 51–63, 日本評論社, 東京.
松本 渉 (2004). NPOに参加する人々の背景要因の解明,『多様な働き方の構造分析』（東京大学社会科学
研究所日本社会研究情報センター 編）, SSJ Data Archive Research Paper Series, No.30, 71–110,
東京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報センター, 東京.
松本 渉 (2007). ボランティア活動や非営利組織への参加と就労観—JGSS-2005を用いたデータ分析—,
『日本版 General Social Surveys 研究論文集［6］JGSS で見た日本人の意識と行動』（大阪商業大
学比較地域研究所, 東京大学社会科学研究所 編）, JGSS Research Series, No.3, 83–94, 大阪商業
大学比較地域研究所, 東大阪.
松本 渉 (2014). 質問文のワーディングと構造の変更がもたらす影響—非実験的デザインに基づく複数の
調査間の比較可能性の検討—, 情報研究, 41, 85–105.
松本 渉, 高橋伸夫 (2002). NPOの組織評価軸—助成のための外部評価の事例から—, ノンプロフィット・
レビュー, 2(2), 131–143.
中村 隆, 前田忠彦, 土屋隆裕, 松本 渉 (2009). 国民性の研究第 12次全国調査—2008年全国調査—, 統計
数理研究所研究リポート, No.99.
奥山尚子 (2009). 地域ボランティア活動の決定要因—JGSS-2006を用いた実証分析—,『日本版総合的社
会調査共同研究拠点研究論文集［9］』（大阪商業大学 編）, JGSS Research Series, No.6, 107–122,
大阪商業大学 JGSS研究センター, 東大阪.
桜井政成 (2002). 複数動機アプローチによるボランティア参加動機構造の分析, ノンプロフィット・レ
ボランティア活動に対する参加態度と社会観の関係性 259
ビュー, 2(2), 111–122.
Salamon, Lester (1994). The rise of the nonproﬁt sector, Foreign Aﬀairs, 73(4), 109–122（サラモン, レ
スター (1994). 福祉国家の衰退と非営利団体の台頭, 中央公論, 109(11), 10月号, 401–412.）.
澤井安勇 (2004). ソーシャル・ガバナンスの概念とその成立条件,『ソーシャル・ガバナンス—新しい分
権・市民社会の構図—』（神野直彦, 澤井安勇 編著）, 40–55, 東洋経済新報社, 東京.
Segal, L. M. and Weisbrod, B. A. (2002). Volunteer labor sorting across industries, Journal of Policy
Analysis and Management, 21(3), 427–447.
Sundeen, R. A. (1992). Diﬀerences in personal goals and attitudes among volunteers, Nonproﬁt and
Voluntary Sector Quarterly, 21(3), 271–291.
260 Proceedings of the Institute of Statistical Mathematics Vol. 63, No. 2, 243–260 (2015)
Relationship between Attitudes for Volunteer Participation and Views
of Japanese Society: From the 12th and 13th Nationwide Surveys
on the Japanese National Character
Wataru Matsumoto
Faculty of Informatics, Kansai University
This study analyzes factors aﬀecting the attitudes of volunteer participation in the
12th and 13th surveys on the Japanese National Character using multinomial logistic
(MNL) regression. The MNL regression analyses use data divided into the free compe-
tition group and the protection group for the weak, and their results are compared to
examine whether and how the factors behind the attitudes of these two groups diﬀer. In
both the 12th and the 13th surveys, we ﬁnd that divided models show a better ﬁt than
non-divided ones and that diﬀerent variables of the models for the two groups are signiﬁ-
cant. Thus, it is considered that volunteer participation in these two groups is driven by
diﬀerent factors. Moreover, diﬀerent variables are signiﬁcant between the 12th and 13th
surveys in both groups. In particular, many signiﬁcant variables diﬀer for the free compe-
tition group. This ﬁnding suggests that the decision mechanism for attitudes or character
of the free competition group has changed over the examined ﬁve-year period.
Key words: View of Japanese society, volunteer activity, multinomial logistic regression, Japanese
National Character Survey, free competition, welfare state.
